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滋賀県建設副産物処理基準
平成20年(2008年)4月１日

第１条（目的）

この基準は、建設工事の副産物である「建設発生土」及び「建設廃棄物」の適正な処理

等にかかる総合的な対策について、発注者及び施工者等が適切に実施するために必要な基

、 、 （ ） 、準を示し もって建設工事の円滑な施工の確保 資源の有効利用 リサイクル等 の促進

県土の保全（山林等環境破壊の防止等）及び生活環境の保全を図ることを目的とする。

第２条（用語説明）

この基準に掲げる用語の意義は次による。

（１）建設副産物

「建設副産物」とは、建設工事に伴い副次的に得られたすべての物品であり、その種類

としては 「工事現場外に搬出される建設発生土 「コンクリート塊 「アスファルト・、 」、 」、

コンクリート塊 「建設発生木材 「建設汚泥 「紙くず 「金属くず 「ガラスくず」、 」、 」、 」、 」、

・コンクリートくず（工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたものを除く ）及び陶。

磁器くず」又はこれらのものが混合した「建設混合廃棄物」などをいう。

建設副産物

廃棄物 原材料として利用の 再生資源

（廃棄物処理法） 可能性があるもの （資源有効利用促進法）

●コンクリート塊 そのまま原材料と

原材料として利用が ●アスコン塊 なるもの

不可能なもの ●建設発生木材

○建設汚泥 ●建設発生土

○有害・危険なもの ○建設混合廃棄物 ○スクラップ等有価物

建設リサイクル法により再資源化が義務づけられたもの
●印は資源有効利用促進法の指定副産物

図－１ 建設副産物と再生資源、廃棄物の関係

（２）建設発生土

「建設発生土」とは、建設工事に伴い副次的に得られた土砂であり、廃棄物処理法に規

定する廃棄物には該当しない（廃掃法施行令第２条 。）

建設発生土には、次の２つがある。

①土砂及び専ら土地造成の目的となる土砂に準ずるもの

②工事の掘削や浚渫に伴って生ずる発生土砂又は泥土、その他これに類するもの

（３）建設汚泥

建設工事に係る掘削工事から生じる泥状の掘削物および泥水のうち「廃棄物の処理及び

清掃に関する法律 （以下 「廃棄物処理法」という ）に規定する産業廃棄物として取り」 、 。

扱われるものを「建設汚泥」といい、取扱については、この処理基準によるほか、以下の

1

31-5



基準等に準拠すること。

・建設汚泥の再生利用に関するガイドライン（平成 年 月 日 国土交通省）18 6 12

・建設汚泥の再生利用に関する実施要領（平成 年 月 日 国土交通省）18 6 12

・建設汚泥処理土利用技術基準（平成 年 月 日 国土交通省）18 6 12

・建設汚泥処理物の廃棄物該当性の判断指針（平成 年 月 日 環境省）17 7 25

土砂と建設汚泥の区分については、環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄

物課長通知「建設工事等から生ずる廃棄物の適正処理について（平成１３年６月１日環廃

産第２７６号 」によるものとする。）

通知抜粋（平成１３年６月１日付け環廃産第２７６号）

「廃棄物」とは、人間の活動に伴って生じたもので、汚物又は自分で利用したり他人

に売却できないために不要になったすべての液状又は固形状のもの(放射性物質及びこ

れによって汚染されたものを除く)をいう。ただし、土砂及びもっぱら土地造成の目的

となる土砂に準ずるもの、港湾、河川等の浚渫に伴なって生ずる土砂その他これに類す

るものは廃棄物処理法の対象となる廃棄物から除外される。

土砂か汚泥かの判断は、掘削工事に伴って排出される時点で行うものとする 「掘削。

工事から排出される」とは、水を利用する掘削工法において、発生した掘削物を元の土

砂と水に分離する工程までを掘削工事としてとらえ、この一体となるシステムから排出

される時点で判断することとなる。

同通知では、建設汚泥が出る工事として、作泥（水、ベントナイト、セメントミルク等

を混ぜる）して掘削する工事が提示されている。具体的には、泥水シールド・リバースサ

ーキュレーション工法、泥土圧シールド工法、アースドリル工法、 工法等である。SMW

図－２ 発生土の内訳

（４）建設廃棄物

「建設廃棄物」とは、建設副産物のうち、廃棄物処理法第２条第１項に規定する廃棄物

に該当するものをいい、一般廃棄物と産業廃棄物の両者を含む概念である。

建設副産物と建設廃棄物の関係及び具体例は のとおりである。別紙１

2
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第３条（適用範囲）

この基準は、滋賀県土木交通部が発注する建設工事から発生する建設副産物の処理に適

用するものとする。

第４条（建設副産物処理の基本的な考え方）

発注者及び施工業者等は 「建設工事に係る資材の再生資源化等に関する法律（建設リ、

サイクル法 「滋賀県における特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物）」、

の再資源化等の促進に関する指針（Ｈ 」及び「建設リサイクル推進計画２００２14.3.8）

（近畿版）平成１４年１２月」等に基づき、次の方針により建設副産物に係る総合的対策

を適切に実施しなければならない。

（１）建設副産物の発生の に努めること。抑制（Reduce)

（２）建設副産物のうち再使用をすることができるものについては に努め再使用（Reuse)

ること。

（３）建設副産物のうち再使用が出来ないものは に努めること。再生利用(Recycle)

（４）建設副産物のうち再使用及び再生利用がなされないものは熱回収に努めること。

（５）建設副産物のうち前３号の規定による循環的な利用が出来ないものについては適正

に処分すること。なお、処分に当たっては、縮減（減量、脱水、焼却等、大きさを

減じる行為）可能なものについては縮減に努めること。

（６）建設副産物を運搬する場合には過積載防止を遵守すること。

第５条（リサイクル原則化ルール）

県が発注する建設工事において、以下の運用を行うこととする。この場合、経済性には

かかわらず実施するものとする。

なお、以下の要件に該当しない建設工事においても可能な範囲で積極的に再生資源の利

用および再資源化施設の活用を図ることとする。また、再資源化施設の活用に際しては、

所要の品質が安定的に確保される施設を活用することとする。

（１）建設副産物の工事現場からの搬出

１）建設発生土

工事現場から建設発生土が発生する場合は、原則として、 の範囲内の他の建設５０ｋｍ

工事現場（公共事業、民間工事等を含む）へ搬出する。他の建設工事との受入時期および

土質等の調整が困難である場合は、残土処分地等へ適正に処分する。

なお、掘削等により汚染土砂（表－１）が発見された場合には、すみやかに工事を中止

し、必要な処置を実施すること。

２）コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊

建設工事に伴い発生したコンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊を廃棄物とし

て工事現場から搬出する場合は、工事現場からの距離にかかわらず再資源化施設へ搬出す

る。

なお、現場内において 「自ら利用」する場合には、有償売却可能な性状、品質等を有、

するもの（有価物として流通するもの又は要求される品質等を満たすもの）に加工する必
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要がある。

３）建設発生木材（伐木、除根材を含む産業廃棄物）

建設工事に伴い発生した木材を廃棄物として工事現場から搬出する場合は、原則として

再資源化施設へ搬出する。

ただし、工事現場から の範囲内に再資源化施設が無い場合、または以下の①及５０ｋｍ

び②の条件を共に満たす場合は、再資源化に代えて縮減（焼却）を行ったうえで最終処分

することができる。

①再資源化施設までの運搬が困難 道路未整備 または再資源化施設の受入が困難 処（ ） （

理能力超過、保管不可能等）な場合

②縮減（焼却）するために必要な費用の額（運搬費＋焼却費）が、再資源化施設で

再資源するために必要な費用（運搬費＋処理費）の額より低い場合

なお、現場内で再生利用（自ら利用）する場合には、コンクリート塊等と同様とする。

４）建設汚泥

建設工事に伴い発生した建設汚泥を工事現場から搬出する場合は、原則として以下の①

～③のいずれかの方法をとる。

① 建設汚泥処理土として再生利用させるため、他の建設工事現場に搬出する （搬出元。

の工事現場または搬出先の工事現場にて所要の品質を満たす建設汚泥処理土への改良が

可能な場合に限る ）。

② 他の建設工事にて建設汚泥処理土として再生利用させるため、再資源化施設へ搬出す

る。

③ 製品化させる（建設汚泥処理土以外の形で再生利用させる）ため、再資源化施設に搬

出する。

ただし、①、③において工事現場から の範囲内に他の建設工事現場や再資源化５０ｋｍ

５０ｋｍ施設が無い場合、②において再資源化施設を経由した他の工事現場までの距離が

を超える場合、他の建設工事との受入時期および土質等の調整が困難である場合には、縮

減（脱水等）を行った上で最終処分することができる。

（２）再生資源の利用

１）建設発生土および建設汚泥

工事現場から の範囲内に建設発生土または建設汚泥（建設汚泥が発生する工事５０ｋｍ

現場または当該工事現場において所要の品質を満たす建設汚泥処理土への改良が可能な場

） 、合 を搬出する他の建設工事もしくは建設汚泥処理土を製造する再資源化施設がある場合

受入時期、土質等を考慮したうえで、原則として、建設発生土もしくは建設汚泥処理土を

利用する。

２）再生骨材等

工事現場から の範囲内に再生骨材等を製造する再資源化施設がある場合、工事４０ｋｍ

目的物に要求される品質等を考慮したうえで、原則として、再生骨材等を利用する。

３）再生加熱アスファルト混合物

工事現場から および運搬時間 の範囲内に再生加熱アスファルト混合４０ｋｍ １.５時間

、 、物を製造する再資源化施設がある場合 工事目的物に要求される品質等を考慮したうえで
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原則として、再生加熱アスファルト混合物を利用する。

第６条（各段階における計画書等の作成について）

（１）設計積算段階

１）設計委託 は、建設工事の計画段階においては、 「リサイクル計画書（概受注者 別紙２

略・予備設計 」を、建設工事の設計段階においては、 「リサイクル計画書（詳） 別紙３

細設計 」を作成し、報告書に添付すること。）

２） は、建設工事の積算段階において、別紙２又は３を参考にし積算担当者（監督員等）

て 「リサイクル計画書（積算段階 」を作成し、担当所属長の承認を得ると共に別紙４ ）

資料を保存（設計書（控）に添付）する。

ｍ 以上３） は、事前に利用調整が出来た工事を除き 「積算担当者（監督員等） １００、 ３

の建設発生土または建設汚泥の搬出および搬入のある工事」について、ＪＡＣＩＣが運

用する「 」に建設発生土または建設汚泥の搬入・搬出の予建設発生土情報交換システム

定量等を速やかに登録すること。

建設工事入札後の各施工段階においては、次の書類の作成等、手続きを必要とする。

（２）着工前

１）請負人は、契約額が の工事については、 「再生資源利１００万円（税込）以上 別紙５

用計画書（実施書 （建設資材搬入用様式）及び 「再生資源利用促進計画書（実）」 別紙６

施書 （建設資材搬出用様式）の計画書を作成して、施工計画書に綴じ込むものとす）」

る（発注者が貸し出すＣＤにより (ｸﾚﾀﾞｽ)ｼｽﾃﾑに登録 。CREDAS ）

２）監督員は、建設リサイクル法の対象工事（特定建設資材と称する「コンクリート 、」

「アスファルトコンクリート 「木材 ）を使用した公共施設等の解体工事又は特定建」、 」

設資材を使用する新築工事（床面積８０㎡以上の解体工事、請負工事費５００万円以上

の土木工事など建設リサイクル法対象規模参照）については、同法１２条に基づき、請

負者から による説明を契約前に受けるとともに同法第１１条の通知書（ ）別紙７ 別紙８

及び位置図を建設リサイクル法届出窓口［管理調整課（県建設管理部又は大津土木事務

所）又は市（大津市、彦根市、長浜市、東近江市、近江八幡市、草津市、守山市の７つ

の特定行政庁）の建築指導担当課］に着手前に提出しなければならない。

３）請負人は、当初契約時に、 「同法第１３条及び省令第４条に基づく書面」を監別紙９

督員の承認を得て、契約 担当者に提出する。なお、請負人は別紙９の内容を変更する

必要が生じたときには出来る限り速やかに監督員に申し出ること。

（３）工事中

１）請負人は建設廃棄物を工事現場から搬出する場合は、廃棄物処理法に基づき産業廃棄

物管理表（紙もしくは電子マニフェスト）を発行し、適正に処理する。

２）監督員等は、既に登録したＪＡＣＩＣの「建設発生土情報交換システム」を活用し、

公共工事間の利用調整を図り、建設発生土および建設汚泥の有効利用に努める。

民間造成工事等登録制３）建設発生土情報交換システムの運用と併せて、監督員等は 「、
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」についても活用を図り、無料処分先の調整の処分に努める。度

（４）完了後

①監督員等は、ＪＡＣＩＣの「建設発生土情報交換システム」および「民間造成工事等登

録制度」による調整結果について監理課技術管理室へ報告する。

別紙５ 別紙②請負人は、工事完了後、速やかに、 「再生資源利用計画書（実施書 」及び）

Ｃ６「 （ ）」 （ ） （再生資源利用促進計画書 実施書 の実施書 計画書を 線で消す を作成し

による登録 、監督員に提出する。監督員は、この内容を確認し、ＲＥＤＡＳシステム ）

各所属でまとめた後、県庁監理課技術管理室へ報告する（建設副産物実態調査 。）

③請負人は、工事完了後、速やかに、建設リサイクル法１８条第１項の 「再資源別紙１０

化等報告書」を監督員（発注者）に提出する。

第７条（建設発生土について）

１．基本方針

公共工事から発生する建設発生土については、その発生量の多さと処分地の減少に伴い

再利用等を進めることが全国的な動きとなっており、本県では、このような状況に対応す

るため、次の方針に基づき建設発生土の再利用等を積極的に進めるものとする。なお、建

16 29設発生土が良好な骨材として利用可能な場合（トンネル工事等）には、平成 年３月

日付滋監第５６３号「骨材利用を目的とした建設発生土等の売り払い要領」により対応す

ること。

①建設発生土の発生抑制の徹底

②工事間利用の促進および購入土砂使用の制限

③指定処分の徹底

④受入料金が無料の民間造成工事等への搬入

⑤その他の方法

別添の を、 を示す。ま図－１に「建設発生土処理の流れ」 図－２に「土質改良フロー」

、 、 「 」た 参考資料として 平成18年９月５日付け滋監第１４５５号 発生土利用基準について

を（別紙１１）に示すので、土質改良や盛土等の参考とされたい。

（１）建設発生土の発生抑制の徹底

設計委託受注者及び担当職員等は、工事の計画・設計の段階からバランスのとれた土工

計画や土質の改良等を検討し、可能な限り発生量の抑制に努めるものとする。

また、工事現場内で発生した掘削土砂は、原則として、その工事の埋戻、盛土等に再使

用すること。ただし、掘削（又は浚渫）土砂等が、高含水等により再使用出来ない場合に

は、当該土砂の土質改良等を適正に実施し、現場内で再生利用を図るものとする。

なお、土質改良を実施する際には、六価クロムの発生防止（平成１３年５月９日滋監第

７７６号「セメント及びセメント系固化材を使用した改良土の六価クロム溶出試験要領

（案）の一部改正について」参照）やアルカリ溶出の軽減等について適切な品質管理及び

施工管理を行うものとする。

また、建設発生土の発生抑制とリサイクルを促進する観点から、土質改良して再生利用
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する費用が残土処分に要する費用（運搬のための土質改良＋積込＋運搬＋投棄料＋処分先

整地＋新材購入等）よりも若干高くなる場合でも土質改良による再生利用を優先するもの

とする。

（２）工事間利用の促進および購入土砂の制限

発注前から搬出土砂の生じることが分かっている場合には、積極的に公共工事間での利

用調整を図ること。その際には、建設発生土情報交換システムへの登録を行い、工事現場

から５０ｋｍ以内の工事間にまで範囲を広げて調整を図ること。当調整は、発注前から施

工期間中においても実施し、常に土砂の有効活用を視野に入れておくこと。

また、山林等の環境破壊を防止するため、原則として山土等の購入土は工事で使用しな

いものとする。やむを得ず購入土を使用する場合には、文書により理由等をまとめ、所属

長等の承認を得ることとする。

（３）指定処分の徹底

建設発生土の処分については、指定処分を原則とし、安易に準指定処分（処分先及び距

離、処分量の設計変更を認める指定方式）を指示する起工は戒め、事前調査や調整等（建

設発生土情報交換システム等）を十分に行い、発注者の責務として処分先の指定に努める

こと。

（４）受入料金が無料の民間造成工事等への搬入

建設発生土が、建設発生土情報交換システムによる公共工事間利用が難しいと判断され

た場合には、受入料金が無料の民間造成工事等へ搬入できるものとする。当面は、発注機

関の管内における造成工事等への調整及び搬出を実施するものとする。

その際、監督員等は、開発協議済（又は法令協議済）等の書類関係（公文書、図面等）

別紙を事前に確認し、搬入現場を調査して搬入の可否判断を行うとともに受入承諾書（

１２）の提出を求めること。監督員等は、書類等の確認及び可否の判断について、必ず主

任及び総括監督員等の了解を得る必要がある。

（５）その他の方法

（１）から（４）の対応策を積極的に行った場合においても、なお建設発生土の再利用

等が図れない場合には、各所属機関の責任において、その他の方法による処理を実施して

よいものとする。

やむを得ず、民間有料処分場等に処分する場合は、その処分先の法令協議済書類等を確

認するとともに、書面等により責任の所在等について明確にしておく必要がある。

２．積算等の注意事項

建設発生土の再利用に関する積算、手続き等に関して下記事項に留意するものとする。

（１）やむを得ず現場内使用が出来ない建設発生土については、指定地処分を原則とし、

処分地までの実運搬距離を計上するものとする。この場合、特記仕様書に処分先及び

運搬距離を明記する。

（２）工事内の土砂の埋戻、盛土材は 「現場内発生土砂 「工事間利用土砂 「建設汚、 」、 」、

泥処理土」を原則とする。

（３）土砂の搬入・搬出について発注前に調整が出来なかった場合であっても、契約後、

建設発生土情報交換システム等（無料の民間造成地等への搬入含む）を積極的に活用

することとし、次により処理できるものとする。

①準指定処分
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土地利用状況や過去の実績、土量、土質等を勘案した標準運搬距離を設定し、当初

設計に計上するものとする。契約後、工事間利用調整等により指定地が決定した場合

には、その指定地までの運搬距離で変更契約を行うものとする。

②自由処分

少量の建設発生土の処分については、自由処分として標準的な運搬距離を設定してよ

いものとする。なお、契約後、請負人が実際に処分した処分地までの実運搬距離に増

減が生じた場合でも変更処理をしないものとする。

（ ） 、 、 、 、４ 処分地における整地費については 指定 準指定 自由処分等の区分にかかわらず

処分地の地形上、明らかに建設機械等の補助が必要なときには整地費を計上出来るも

のとする。ただし、民間の造成地等へ搬入する場合には、有料無料を問わず、原則と

して、整地費は計上しないものとする。

（５）請負人は、指定、準指定、自由処分等の区分にかかわらず、建設発生土を搬出する

場合は、運搬車両１台毎に「建設発生土搬出伝票 （ ）を発行し、搬出」 別紙１３

先、搬出土量等を把握するとともに監督員にその結果を提出すること。

（６）第７条１ （５）の「その他の方法」により処理する場合には、各所属機関の方針．

および責任に基づき適正な手続きを踏む必要がある。

第８条（建設廃棄物について）

１．基本方針

（１）発生抑制とリサイクルの推進

建設工事の施工に当たっては、建設廃棄物の発生を抑制するとともに現場内での再生利

用及び縮減等を図り、工事現場からの建設廃棄物の排出抑制に努めるものとする。

なお、自ら利用に準じて、有償売却可能な性状及び品質が確保されているものを他工事

へ流用する場合には注意を要する。

建設汚泥についても、まず現場内での再生利用を第一に努め、現場内での再生利用が困

、 。 、難なものについては 当該現場外での再生利用が図られるように努めること その際には

建設発生土情報交換システムへの登録を行い、工事現場から５０ｋｍの範囲内で調整を図

ること。なお、現場内での再生利用を含め、建設汚泥を再生利用しようとする場合も、有

価物として取引価値を有するものでなければならない。

（２）分別解体等の徹底

公共工事を受注した請負人は、建設リサイクル法の趣旨に基づき、分別解体等及び再資

源化等の徹底を図らなければならない。

（３）請負人の責任

請負人（元請業者）は、建設廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければならな

い。なお、運搬及び処理を委託する場合には、次の事項に留意し、適正に委託しなければ

ならない。

①運搬については、産業廃棄物収集運搬業者等と直接契約し、処分については産業廃棄

物処分業者等と直接契約すること。

②廃棄物処理法に規定する委託基準（施行令第６条の２「許可範囲の確認 ）を遵守す」

ること。
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③請負人は、建設廃棄物の搬出にあたって、産業廃棄物管理表（マニフェスト）を交付

し、最終処分（再生を含む）が完了したことを確認すること。なお、完了検査時にマ

ニフェストＤ表の写し及び集計表を提出すること。

．積算上の留意事項２

積算担当者は積算時に以下のことに留意するものとする。

（１）再資源化施設へ搬出する場合の積算は、経済比較を行った後、適切な運搬費及び処

理費を計上すること。なお、特記仕様書には、処分先を明示すると共 に、処分先

については積算上の条件明示であり、再資源化施設を指定するものではな い旨明示す

ること。

（２）やむを得ず最終処分場へ搬出する場合でも（１）と同じように運搬費及び処分費費

を計上し、特記仕様書等には処分先及び運搬距離を明示すると共に、処分先について

は積算上の条件明示であり、最終処分場を指定するものではない旨明示すること。

第９条（再生資材及びリサイクル製品等の使用とその品質について）

１．再生資材、リサイクル製品の使用

（１）グリーン購入法又はエコマーク取得の再生資材

知事が定める調達方針（滋賀県グリーン購入基本方針）に基づき、環境物品等の

調達を行うよう努めなければならない。また、エコマークを取得した建設資材につ

いても積極的に使用するよう努めなければならない。

（２）滋賀県リサイクル製品利用促進要綱に基づく認定製品

県の公共事業にあっては、認定製品の性能、品質、数量（供給可能量 、価格等）

について考慮し、優先的に使用するよう努めなければならない。

２．再生資材、リサイクル製品の品質

（１）再生砕石、再生加熱アスファルト混合物等

再生砕石（ＲＣ－４０等）又は再生加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物等の品質については 「一般、

土木工事等共通仕様書（平成１６年１２月滋賀県」及び「一般土木工事等施工管理基

準（平成１６年１２月）滋賀県」によるものとする。

（２）建設汚泥処理土

建設汚泥の処理土の品質については 「建設汚泥処理土利用技術基準（平成１８年、

６月国土交通省）によるものとする。

（３）滋賀県リサイクル製品利用促進要綱に基づく認定製品

リサイクル製品認定審査委員会で認められた品質等が確保されていること。

第１０条（附則）

１．この基準は平成１７年４月１日より適用する。

２．滋賀県副産物積算基準（案 （平成６年７月）は廃止する。）

３．この基準は平成１８年７月１日より適用する。

４．この基準は平成２０年４月１日より適用する。
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発注前（設計積算段階）の検討

条 件 建設発生土 埋戻・盛土等
有 有条件１
無 有 （土をもらうのみ）条件２
有 無 （土を出すのみ）条件３

条件１ 条件３ 条件２

土質改良して盛土発生土を改良せず ＮＯ

※１使用・搬出出来るか 搬出等に使用

別紙の土質改良

の流れ図参照ＹＥＳ

盛土量＜発生土量

ＮＯ（土をもらう場合）

②建設発生土情報交換システムの登ＹＥＳ

（土が出る場合） ※２録及び調整

①建設発生土情報交換システム

※２ ＹＥＳの登録及び調整

②により調整出来たか

ＹＥＳ

①により調整出来たか ＮＯ

指定処分として積算 調整先距離により積算ＮＯ

準指定処分として積算 「流用土利用」として積算

発 注 発 注

処理の完了 盛土等の完了発 注 発 注

土を搬出する施工 土を搬入する施工

ｼｽﾃﾑへの結果登録 ｼｽﾃﾑへの結果登録発注後の流れ図（Ａ） 発注後の流れ図（Ｂ）

※１ 建設発生土の抑制とリサイクルを促進する観点から、土質改良に要する費用が残土処分に要する

費用（運搬のための土質改良＋運搬＋投棄料＋処分先整地＋新材購入）よりも若干高くなる場合

でも土質改良による現場内利用を優先するものとする。

※２ １００ｍ 以上の搬出、搬入の場合に登録する。搬出入時期、搬出入量、仮置き有無、土質等に３

ついて調整を図る。運搬は原則として搬出側が行う。

図－１ 建設発生土処理の流れ（その１）

10
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発注後（施工段階）の検討

土を搬出する（Ａ） 土を搬入する（Ｂ）

③建設発生土情報交換システム ⑤建設発生土情報交換システム ※４

による工事間調整の実施 ①の継続 による工事間調整の実施（②の継続）（ ）

④民間造成工事等（処分費無料）

の検索と調整 ※３

⑤により調整出来たか

ＹＥＳ ＹＥＳ

ＮＯ③又は④により調整出来たか

土の品質確保処理の完了 ＮＯ

※５

その他の方法

（各所属機関での対応）

盛土等の完了

（例１）民間処分場等への有料処分

※６ ※７（例２）民間土質改良施設へ搬入 購入土の搬入

処理の完了 盛土等の完了

③（⑤）の調整結果をシステムに登録

④及び「その他の方法」による調整結果を監理課技術

管理室まで報告

※３ 工事間利用調整は、１工事のみならず数工事以上について行うこと。

また、③および④の調整が出来た場合の運搬は搬出側が行う。③を優先的に行うものとし、③が困難

と判断された場合に④の調整に入るものとする。なお、民間造成工事等の登録、ＨＰ掲載等は各機関

及び監理課で行う。

※４ 工事間利用調整は、１工事のみならず数工事以上について行うこと。⑤の調整により搬入された土砂

等の整地は搬入側が行う。

※５ 工作物の埋戻、路床盛土等の場合には第２種（改良）土以上、河川築堤、工事造成等の場合には、第

３種（改良）土以上の品質を有する必要がある（別紙１１参照 。）

※６ やむを得ず民間有料処分場等に処分する場合には、書面等により責任等を明確にしておく必要がある。

※７ 原則として山土等の購入禁止。やむを得ない場合は理由書を付して所属長の承認を必要とする。

図ー１ 建設発生土処理の流れ（その２）
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土質改良が必要な土砂

異物等の除去

自硬性(速硬)の土砂（泥土）か

ＹＥＳ

ＮＯ

土質改良

ＹＥＳ脱水または乾燥処理を行うか

ＮＯ

安定処理（ｾﾒﾝﾄ系、石灰系等） 有害物質が出ないかｾﾒﾝﾄ系

※８ＹＥＳ

石灰系

ＮＯセメント系安定処理

石灰系安定処理

六価クロム溶出試験

脱水・乾燥処理土壌環境基準（0.05mg／l以下）

アルカリ溶出対策の検討

○一般的には良質土による覆土策

○河川、湖沼近辺ではpH調節と覆土

水濁法基準（pH5.8～8.6）

静置乾燥 品質管理試験

）（第１種～第４種改良土

化学処理後、最終

処分場へ埋立

盛 土 等 に 使 用

土壌汚染対策法に定められた２５物質とし、その基準値以下であること（表－１）※８

図－２ 土質改良の流れ
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表－１ 土壌汚染対策法に基づく
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別紙２ 　別添１

１．事業（工事）概要
発 注 機 関 名

事 業 ( 工 事 ) 名

事業(工事)施工場所

事業(工事)概要等

事業(工事)着手予定時期

２．建設資材利用計画

土 砂 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％　

砕 石 ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ％　

アスファルト混合物 ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ％　

ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ％　
　※　最下段には、その他の再生資材を使用する場合に記入する。

３．建設副産物搬出計画

建 設 発 生 土 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％　

コンクリート塊 ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ％　

ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ％　

建 設 汚 泥 ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ％　

取りこわし建物 件　
　※　地図、航空写真、踏査等から検討する。
　※　利用可能量等は、現時点で算出可能なものとする。
　※　建設副産物の搬出計画について、基本的には全量を再利用することを原則として計画する。

⑨　再資源化施設
への搬出可能量 

⑧　他工事への
搬出可能量　建設副産物の種類

②　現場内利用
可能量　

⑦　現場内利用
可能量　 備    考

建 設 資 材

リ　サ　イ　ク　ル　計　画　書　（概略設計・予備設計）

③　再生材利用
可能量　

④　新材利用
可能量　

⑤再生資源利用率
（②＋③）/①×100 備　　　　　　　考

⑪現場内利用率
（⑦/⑥）×100⑥　発  生  量

①　利　用　量

⑩　最終処分量

1
5
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別紙３

１．設計概要

２．建設資材利用計画

地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％　
ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ％　
ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ％　
ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ％　

　※　最下段には、その他の再生資材を使用する場合に記入する。

３．建設副産物搬出計画

第1種 建設発生土 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％　
第2種 建設発生土 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％　
第3種 建設発生土 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％　
第4種 建設発生土 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％　
泥土（浚渫土） 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％　
合 計 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％　

ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ％　
ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ％　
ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ％　
ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ％　

　※　建設発生土の区分（既存資料から判断するものとする）
　　　①第１種建設発生土；砂、礫及びこれらに準ずるもの。 ④第４種建設発生土；粘性土及びこれらに準ずるもの。（第３種建設発生土を除く）
　　　②第２種建設発生土；砂質土、礫質土及びこれらに準ずるもの。 ⑤泥土（浚渫土）　；浚渫土のうち概ねｑｃ２以下のもの。
　　　③第３種建設発生土；通常の施工性が確保される粘性土及びこれらに準ずるもの。
　※　建設発生木材の中には、伐開除根材及び剪定材を含む。
　※　利用・搬出可能量は、現時点で算出可能なものを記載する。
　※　建設副産物の搬出計画について、基本的には全量を再利用することを原則として計画する。

リ　サ　イ　ク　ル　計　画　書　（詳細設計）

①　利　用　量

発 注 機 関 名
委 託 名
履 行 場 所
設 計 概 要 等
工 事 着 手 予 定 時 期

②　現場内利用 ③　再生材利用 ④　新材利用 ⑤再生資源利用率 備　　　　　　　考建 設 資 材 可能量　 可能量　 可能量　 （②＋③）/①×100
土 砂
砕 石
ア ス フ ァ ル ト 混 合 物

備    考への搬出可能量 （⑦/⑥×100）指 定 副 産 物 の 種 類 ⑦　現場内利用 ⑧　他工事への
可能量 搬出可能量⑥　発  生  量 ⑨再資源化施設 ⑩　最終処分量 ⑪現場内利用率

コ ン ク リ ー ト 塊

建 設
発 生 土

建 設 汚 泥

ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ ･ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 塊
建 設 発 生 木 材

1
6
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別紙４

１．事業（工事）概要

２．建設資材利用計画

地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％
％
％
％

　※　最下段には、その他の再生資材を使用する場合に記入する。

３．建設副産物搬出計画

第 1 種 建 設 発 生 土 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％ ％
第 2 種 建 設 発 生 土 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％ ％
第 3 種 建 設 発 生 土 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％ ％
第 4 種 建 設 発 生 土 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％ ％
泥 土 （ 浚 渫 土 ） 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％ ％
合 計 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 地山m3 ％ ％

％ ％
％ ％

％ ％

％ ％
　※　建設発生土の区分（既存資料から判断するものとする）
　　　①第１種建設発生土；砂、礫及びこれらに準ずるもの。 ④第４種建設発生土；粘性土及びこれらに準ずるもの。
　　　②第２種建設発生土；砂質土、礫質土及びこれらに準ずるもの。 ⑤泥土（浚渫土）　；浚渫土のうち概ねｑｃ２以下のもの。
　　　③第３種建設発生土；通常の施工性が確保される粘性土及びこれらに準ずるもの。
　※　建設発生木材の中には、伐開除根材及び剪定材を含む。
　※　建設汚泥、建設発生木材の、「⑦現場内利用」の欄には、上段に現場内利用、下段に現場内での減量化量を記入する。
　※　「⑩ストックヤードへの搬出量」には、他工事に再利用されることが予定される場合のみ記入する。
　※　「他工事」には、他機関の公共工事や民間工事も含む。

建 設
発 生 土

コ ン ク リ ー ト 塊 ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ

備    考への搬出量　 ドへの搬出量　 　⑦/⑥×100 （⑦+⑧+⑨+⑩）/⑥×
⑨再資源化施設 ⑩ストックヤー ⑪現場内利用率 ⑫有効利用率指 定 副 産 物 の 種 類⑥　発  生  量 ⑦現場内利用量 ⑧他工事への

（減量化量） 搬出量　

ﾄ ﾝ
ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ

ア ス フ ァ ル ト 混 合 物 ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ

土 砂
砕 石 ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ

（②＋③）/①×100

工 期 ( 予 定 )

建 設 資 材　①　利　用　量 ②　現場内利用量 ③　再生材利用量 ④　新材利用量 ⑤　再生資源利用率 備　　　　考

施 工 場 所
工 事 概 要 等

発 注 機 関 名
工 事 名

ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ
ｱ ｽ ﾌ ｧ ﾙ ﾄ ･ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ 塊 ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ

ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ
ﾄ ﾝ建 設 汚 泥

       リ  サ  イ  ク  ル  計  画  書 （積算段階）

ﾄ ﾝ
ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ ﾄ ﾝ建 設 発 生 木 材

1
7
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別紙５ 再生資源利用計画書（実施書）　－建設資材搬入工事用－（案） （様式１）

請負会社コード＊2
大臣

発注機関コード＊1 知事

千 百 十 千 百 十

工事種別コード*3 億 億 億 億 万 万 万 万 1万円未満四捨五入
千 百 十 百 十

円 （税込み） 億 万 万 万 万 1万円未満四捨五入 万 万 万 千 百 十 一

住所コード*4 円 （税込み）

1.鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 2.鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 3.鉄骨造
（再生資源の利 （数字に○をつける） 4.ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ造 5.木造 6.その他
用に関する特記 建築・解体工事のみ 1.居住専用 2.居住産業併用 3.事務所
事項等） 右欄に記入して下さい （数字に○をつける） 4.店舗 5.工場、作業所 6.倉庫

7.学校 8.病院診療所 9.その他

2.建設資材利用計画（実施）

（再生資材を利用した場合に記入してください）

再生資材利用量（Ｂ）

（注1）
ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

締めｍ3 締めｍ3 ％

締めｍ3 締めｍ3 ％

締めｍ3 締めｍ3 ％

締めｍ3 締めｍ3 ％

ｍ3 ｍ3 ％

ｍ3 ｍ3 ％

ｍ3 ｍ3 ％

ｍ3 ｍ3 ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

ト　ン ト　ン ％

コード*5 コード*6 コード*7 コード*8 コード*9
コンクリートについて アスファルト混合物について 再生資材の供給元について 施工条件について コンクリートについて
1.生コン 2.無筋コンクリート二次製品 3.その他 1.表層 2.基層 1.現場内利用 1.再生材の利用の指示あり 1.再生生コン 2.再生無筋コンクリート二次製品 3.その他

コンクリート及び鉄から成る建設資材について 3.上層路盤 4.歩道 2.他の工事現場（陸上） 2.再生材の利用の指示なし コンクリート及び鉄から成る建設資材について
1.有筋コンクリート二次製品 2.その他 5.その他（駐車場舗装、敷地内舗装等） 3.他の工事現場（海上） 1.再生有筋コンクリート二次製品 2.その他

木材について 土砂について 4.再資源化施設 木材について アスファルト混合物等で、利用した
1.木材（ボード類を除く） 2.木質ボード 1.道路路体 2.路床 3.河川築堤 5.ストックヤード 1.再生木材（ボード類を除く） 2.再生木質ボード 再生材（製品）の中に、新材が混入し

アスファルト混合物について 4.構造物等の裏込材、埋戻し用 6.その他 アスファルト混合物について ている場合であっても、新材混入分を
1.粗粒度アスコン 5.宅地造成用 6.水面埋立用 1.再生粗粒度アスコン 含んだ再生資材（製品）の利用量を
2.密粒度アスコン （開粒度及び改質アスファルトコンクリートを含む） 7.ほ場整備（農地整備） 2.再生密粒度アスコン（開粒度及び改質アスファルトコンクリートを含む） 記入してください。
3.細粒度アスコン 4.アスファルトモルタル 8.その他（具体的に記入） 3.再生細粒度アスコン 4.再生アスファルトモルタル
5.加熱アスファルト安定処理路盤材 砕石について 5.再生加熱アスファルト安定処理路盤材

土砂について 1.舗装の下層路盤材 土砂について
1.第一種建設発生土 2.第二種建設発生土 3.第三種建設発生土 2.舗装の上層路盤材 1.第一種建設発生土 2.第二種建設発生土 3.第三種建設発生土
4.第四種建設発生土 5.浚渫土 6.土質改良土 3.構造物の裏込材、基礎材 4.第四種建設発生土 5.浚渫土 6.土質改良土
7.建設汚泥改良土 8.再生コンクリート砂 4.その他（具体的に記入） 7.建設汚泥改良土 8.再生コンクリート砂
9.山砂、山土等の購入土、採取土 その他について（利用用途を具体的に記入） 9.山砂、山土等の購入土、採取土

砕石について 砕石について
1.クラッシャーラン 2.粒度調整砕石 3.鉱さい 4.単粒度砕石 1.再生クラッシャーラン 2.再生粒度調整砕石 3.鉱さい
5.ぐり石、割ぐり石 6.その他 4.その他

その他について（再生資材の名称を具体的に記入） その他について（再生資材の名称を具体的に記入）

左記金額のうち建設廃棄物の再資源化等に要した費用

0,000
工　期

平成

月 日まで

日から

0,000
請負金額

地下

構 造

使 途

再生資源

コード*9 B/A×100

建 築 面 積
階

㎡

1.工事概要
表面

月

工　事　名

月年区

村

発注担当者チェック欄

記入年月日 Ｈ. 年

　　　 (　　　　　)
　　　 (　　　　　)

－

階　数

日

発 注 機 関 名
担当者

工事責任者
TEL ( )

会 社 所 在 地
TEL
FAX 調査票記入者

平成 年
工事施工場所

都 道 市

府 県 町

規　格 主な利用用途 利　用　量（A)
再生資材の供給元施設、工事等の名称

コード*6

アスファルト

供給元 施工条件 再生資材の名称
種類 内容 住所コード再生資材の供給元場所住所
コード*7 コード*8

（再生資材

のみ記入）

そ
の
他
の
建
設
資
材

その他

合　　　計

合　　　計

土　砂

砕　石

合　　　計

合　　　計

請 負 会 社 名

建設業許可　または
解体工事業登録

合　　　計

号

*4

建　設　資　材　（新材を含む） 再　生　資　材　の　供　給　元

工 事 概 要 等

施工条件の内容

注：コード＊5～9は下記欄外のコード表より数字を選んでください。

コード＊5

小 分 類

コンクリート

分　類

特
定
建
設
資
材

合　　　計

混合物

木　材

合　　　計

コンクリート
及び鉄から
成る建設資
材

地上 階

㎡

裏面にも御記入ください

注1:再生資材利用量について

※解体工事については、建築面積を御記入いただかなくても結構です。

利用率

延 床 面 積再資源化等が完了した年月日

平成 年 月 日

1
8
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別紙６ 再生資源利用促進計画書（実施書）　－建設副産物搬出工事用－ （様式２）
建築工事において、解体と新築工事を一体的に施工する場合は、解体分と

1.工事概要 表面（様式１）に必ずご記入下さい 新築分の数量を区分し、それぞれ別に様式を作成して下さい。

2.建設副産物搬出計画（実施） 現場内利用の欄には、発生量のうち、現場内で利用したものについて御記入ください。 コード*14（コード*13で「7.内陸処分場」を選択した場合のみ記入）

1.山砂利等採取跡地 2.処分場の覆土 3.池沼等の水面埋立 4.谷地埋立 5.農地受入 6.その他

搬出先 受入地
の種類 の用途

ｺｰﾄﾞ ｺｰﾄﾞ 3ヶ所まで記入できます。4ヶ所以上に どちらかに○を ｺｰﾄﾞ ｺｰﾄﾞ ②+③+⑤
*10 *11 わたる時は、用紙を換えて下さい。 付けて下さい 千 百 十 一 *13 *14 （注２）

km 　 トン トン

km トン トン 　

　 トン 　 トン トン km トン トン 　 トン ％

km トン

km トン

トン トン トン トン km トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン km トン トン トン ％

km トン

km トン

トン トン トン トン km トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン トン km トン トン トン ％

km トン トン

km トン トン

トン トン トン トン km トン トン トン ％

km トン

km トン

トン km トン トン ％

km トン

km トン

トン km トン トン ％

km トン

km トン

トン トン km トン トン ％

km トン

km トン

トン km トン トン ％

km トン

km トン

トン km トン トン ％

km 地山ｍ3 地山ｍ3

km 地山ｍ3 地山ｍ3

地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 km 地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 ％

km 地山ｍ3 地山ｍ3

km 地山ｍ3 地山ｍ3

地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 km 地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 ％

km 地山ｍ3 地山ｍ3

km 地山ｍ3 地山ｍ3

地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 km 地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 ％

km 地山ｍ3 地山ｍ3

km 地山ｍ3 地山ｍ3

地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 km 地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 ％

km 地山ｍ3 地山ｍ3

km 地山ｍ3 地山ｍ3

地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 km 地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 ％

地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 地山ｍ3 ％

コード*10 コード*11 コード*12 コード*13（詳細は「表－４」参照のこと）
1.路盤材 2.裏込材 1.焼却 2.脱水 施工条件について
3.埋戻し材 3.天日乾燥 1.Ａ指定処分
4.その他（具体的に記入） 4.その他（具体的に記入） （発注時に指定されたもの） 1.他の工事現場（内陸：公共、民間を含む） 6.最終処分場（海面処分場） 現場外搬出量④のうち、搬出先の種類

2.Ｂ指定処分（もしくは準指定処分） 2.再資源化施設（土質改良プラントを含む） 7.最終処分場（内陸処分場） （コード*13）が1.～5.の合計
（発注時には指定されていないが、 3.有償売却（工事請負会社が建設副産物を売却し、 8.建設発生土ストックヤード（再利用工事未定）
発注後に設計変更し指定処分とされたもの） 代金を得た場合） 9.焼却施設・最終処分場へ持ち込むための中間

3.自由処分 4.建設発生土ストックヤード（再利用工事が決まっている 処理施設
場合） 10．その他（具体的に記入）

5.海面埋立事業（海岸、海浜事業含む）

①発生量

（掘削等）

=②+③+④

裏面

（％）①
利用促進量

公共　民間

建設発生木材

（木材が廃棄物
になったもの） 公共　民間

搬出先2

搬出先3

再生資源利用
の　種　類 現　場　内　利　用 減　量　化

搬　出　先　名　称 ⑤再生資源 促　進　率
運搬距離 うち現場内用途

改良分③減量化量
区分 施工条件の 搬　出　先　場　所 ④現場外搬出量住所コード

ｺｰﾄﾞ＊12 *4

第　一　種 搬出先1 公共　民間

建設発生土 搬出先2 公共　民間

搬出先3 公共　民間

建 第　二　種 搬出先1 公共　民間

建設発生土 搬出先2 公共　民間

設 搬出先3 公共　民間

第　三　種 搬出先1 公共　民間

発 建設発生土 搬出先2 公共　民間

土 公共　民間

搬出先3 公共　民間

生 第　四　種 搬出先1 公共　民間

公共　民間

公共　民間

建設発生土 搬出先2 公共　民間

搬出先3

合　計

搬出先1

搬出先2

注2:再生資源利用促進量について
再 生　資　源　利 用 促 進
（再生利用された場合）

最 終 処 分 場 ・ そ の 他
（処分された場合）

搬出先3 公共　民間

搬出先3 公共　民間

うち現場内 内容

搬出先1

の性状
場外搬出時

建 設 副 産 物 現場内利用・減量 現　場　外　搬　出　に　つ　い　て

②利用量
減量法

改良分

アスファルト・
コンクリート塊 公共　民間

公共　民間

搬出先2

特
定
建
設
資
材
廃
棄
物

公共　民間

搬出先2 公共　民間コンクリート塊

搬出先1 公共　民間

搬出先1

搬出先3 公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先2 公共　民間

搬出先3 公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先2 公共　民間

搬出先3 公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先2 公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先3 公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先2 公共　民間

搬出先3 公共　民間

搬出先2 公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先3 公共　民間

搬出先2 公共　民間

搬出先3 公共　民間

建
 
設
 
廃
 
棄
 
物

建設発生木材

（伐木材、除根材
など）

紙くず

建設混合廃棄物

建 設 汚 泥

廃プラスチック

金属くず

ｱｽﾍﾞｽﾄ
（飛散性）

公共　民間

搬出先3 公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先2

搬出先3 公共　民間

搬出先1 公共　民間

搬出先2 公共　民間

浚 渫 土

その他の分別さ
れた廃棄物

1
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別紙７

説 明 書

平成 年 月 日

滋賀県知事

様

（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）

氏名

（郵便番号〒 － ）電話番号 － －

住所

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１２条第１項の規定により、対象建設

工事の分別解体等の計画等に係る事項について説明します。

記

１．工事の名称

２．工事の場所

３．説明内容 添付資料の通り

４．添付資料

①別表（別表１～３のうち該当するものに必要事項を記載したもの）

□別表１（建築物に係る解体工事）

□別表２（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替 ））

□別表３（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等 ））

②工程の概要を示す資料（出来るだけ図面、表等を利用する）

□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

20
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「建設リサイクル法ホームページからダウンロード」別表１～３

21
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（パナピオス「掲示板 〈建設工事等入札契約関連〉の様式をダウンロード）別紙８ 」

22
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建設リサイクル法第１３条及び省令第４条に基づく書面（別紙９）

建築物に係る解体工事

工 程 作 業 内 容 分別解体等の方法

工 ①建築設備・ 建築設備・内装材等の取り外し □手作業
程 内装材等 □有 □無 □手作業・機械作業の併用

併用の場合の理由（ ）ご
と
の ②屋根ふき材 屋根ふき材の取り外し □手作業
作 □有 □無 □手作業・機械作業の併用

併用の場合の理由（ ）業
内
容 ③外装材・ 外装材・上部構造部分の取壊し □手作業
及 上部構造部分 □有 □無 □手作業・機械作業の併用
び
解 ④基礎・ 基礎・基礎ぐいの取り壊し □手作業
体 基礎ぐい □有 □無 □手作業・機械作業の併用
方
法 ⑤その他 その他の取り壊し □手作業

（ ） □手作業・機械作業の併用

（注）分別解体等の方法については、該当がない場合は記載の必要がない。

２．解体工事に要する費用（直接工事費） 円（税抜き）

（注 ・解体工事の場合のみ記載する。 （請負人の見積金額））

・解体工事に伴う分別解体及び積込みに要する費用とする。

・仮設費及び運搬費は含まない。

３．再資源化等をする施設の名称及び所在地

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所 在 地

４．再資源化等に要する費用（直接工事費） 円（税抜き）

（注） ・運搬費を含む。 （請負人の見積金額）
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建設リサクル法第１３条及び省令第４条に基づく書面（別紙９－１）

建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）
１．分別解体等の方法

工 程 作 業 内 容

①造成等 造成等の工事
□有 □無

工
程 ②基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの工事
ご □有 □無
と
の
作 ③上部構造部分・外装 上部構造部分・外装の工事
業 □有 □無
内
容
及 ④屋根 屋根の工事
び □有 □無
解
体
方 ⑤建築設備・内装等 建築設備・内装等の工事
法 □有 □無

⑥その他 その他の工事
（ ） □有 □無

（注）分別解体等の方法については、該当がない場合は記載の必要がない。

２．解体工事に要する費用（直接工事費） 該当無し

３．再資源化等をする施設の名称及び所在地

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所在地

４．再資源化等に要する費用（直接工事費） 円（税抜き）

（注） ・運搬費を含む。 （請負人の見積金額）
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建設リサイクル法第１３条及び省令第４条に基づく書面（別紙９－２）

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）

１．分別解体等の方法

工 程 作 業 内 容 分別解体等の方法
（解体工事のみ）

工 ①仮設 仮設工事 □手作業
程 □有 □無 □手作業・機械作業の併用
ご
と ②土工 土工工事 □手作業
の □有 □無 □手作業・機械作業の併用
作
業 ③基礎 基礎工事 □手作業
内 □有 □無 □手作業・機械作業の併用
容
及 ④本体構造 本体構造の工事 □手作業
び □有 □無 □手作業・機械作業の併用
解
体 ⑤本体付属品 本体付属品の工事 □手作業
方 □有 □無 □手作業・機械作業の併用
法

⑥その他 その他の工事 □手作業
（ ） □手作業・機械作業の併用

（注）分別解体等の方法については、該当がない場合は記載の必要がない。

２．解体工事に要する費用（直接工事費） 円（税抜き）
（注 ・解体工事の場合のみ記載する。 （請負人の見積金額））

・解体工事に伴う分別解体及び積込みに要する費用とする。
・仮設費及び運搬費は含まない。

３．再資源化等をする施設の名称及び所在地

特定建設資材廃棄物の種類 施 設 の 名 称 所 在 地

４．再資源化等に要する費用（直接工事費） 円（税抜き）
（注） ・運搬費を含む。 （請負人の見積金額）
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別紙１０
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別紙１１
平成１８年９月５日付け、滋監第１４５５号「発生土利用基準について （平成１８年８」
月１０日国官技第１１２号、国官総第３０９号、国営計第５９号に基づく通達）より抜粋

以下次ページ以降の「発生土の利用基準について」参照
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別紙１２

建設発生土受入承諾書

平成 年 月 日

（請 負 業 者 名）

様

土地所有者 住所

氏名 印

滋賀県（ 所 属 機 関 名 ）発注の平成 年度第 号 工事

の施工に伴う発生土砂について、下記のとおり、私（土地所有権者）の所有地に搬入することを

承諾します。なお、搬入中、搬入後の一切の責任は、私（土地所有権者）にありますので、行政

機関、搬入業者等に対して異議をとなえることは決してありません。

記

１．搬入する場所

（郡） （町村）大字 番地

（市）

２．地 目 （ ）

３３．搬入土量 （ ）ｍ

平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日４．搬入期間

５．法令、条例等への対応（協議、許可等）の状況

６．その他
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（滋賀県土木交通部）別紙１３ 建設発生土の搬出伝票
整理番号

工 事 名 平成 年度 第 号

工 事 場 所 滋賀県 市（郡） 町 地先

印請負業者名 現場代理人名

印運搬車番号 （連番） 運 転 者 名

印)については、サインでも可(

１台のダンプに積載した体積搬出する土量 ｍ３

km運 搬 距 離

どちらかにレ点を付ける処 理 区 分 指定処分 自由処分□ □

搬出する土質（該当する土質にレ点）

搬出土砂は土質改良を実施したか 改良実施 改良は未実施□ □

第１種土（コーン指数計測不可 ：砂・砂レキ及びこれに準ずるもの）□

第２種土（コーン指数８００以上：砂質土、レキ質土及びこれに準ずるもの）□

第３種土（コーン指数４００以上：通常の施工性が確保される粘性土及びこれに準ずるもの)□

第４種土（コーン指数２００以上：粘性土及びこれに準ずるもの）□

搬出先の所在地名

搬出先の名称

搬出先の種類（該当するものにレ点）

他の公共工事へ利用 他の民間造成地等へ利用 最終処分場□ □ □

公共処分場 中間処理施設 ストックヤード□ □ □

その他□
備 考

●この伝票は運搬車両１車ごとに作成 ●整理番号は、最終的に請負業者が付番

●運搬車番号は、同一の処分先ごとに連番 ●この伝票は運搬量の管理に使用
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